








第一は，01 年の国際的な IT バブルの崩壊
と 9.11 の国際テロの影響を受ける形で始まっ











01 年にマイナス 0.4% を記録した後，02 年から
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Abstract: 1. The purpose of this study is to analyze the relevant factors regarding why the 
security industry as one of major service sectors could attain its steady growth from 2000 up to 
now in spite of the fact that Japanese economy stagnated its growth or recorded negative growth 
in the corresponding period.
2. Major factors include an increase in a market of facility security, crow control security, cash 
transit security and emergency notice service as one of body guard security services.
3. In particular, facility security, which has a large share of the private security sector, has 
increased its business activities from 2000 until now. These activities attributed to tightening 
various facility security coping against the rising crime and the deteriorating security, intensifying 
security operations in the airport, busy train & subway stations and the ports for the purpose of 
preventing adverse effect due to international terrorism, introducing an electric security system 
and a comprehensive office security network by newly utilizing various information technologies, 
and a full-fledged spread of home security in a residential area.
4. Private security service has contributed to preventing and mitigating a socio-economic risk in a 
modern society, thereby this security operation has realized socio-economic benefits, a part of 
which have been given as a dividend to private security industry. Therefore, private security 
industry has enjoyed its continuous expansion of sales in spite of stagnant Japanese economy.







































イナス 3.7%，09 年度にマイナス 2.1% と大幅な
マイナスを記録した後，10 年度には 3.4% に戻
したものの，3.11 の東日本大震災の生じた 11
























産（GDP，名目ベース）は，2000 年の 509 兆
86 百億円から 07 年に 512 兆 98 億万円に増加
した後，リーマンショックを境に減少に転じ
2013 年には 478 兆 8 億万円と対 2000 年比で 31
兆 78 億万円の減少となった．注４）
一方，この間の警備業の売上高については，2000
年の 2.45 兆円から 07 年の 3.56 兆円へと 1.45 倍
に増加した後，日本経済の動向を反映する形で
08 年以降は減少に転じたものの 2013 年には 3.27






























わらず，2008 年にかけて 976 社減少し 8924
社となった．その後 2013 年に 9133 社までに





維持した．具体的には，90 年の 247 千人か
ら95年には358千人に，2000年には423千人，






りの売上高をみると 2000 年の 2 億 47 百万円
から 07 年の 3 億 96 百万円へと急テンポ（2000
年対比 1.60 倍）で増加してきたが，08 年か
ら 10 年かけて減少し，その後，13 年には 4







前述したとおり，1 号業務から 4 号業務の
それぞれの売上高の統計データはない．但
し，2000 年代に入った直後である 2002 年に
おいて主要警備業務ごとに，警備業者数と警
備員数の全警備業者数及び全警備員数に占め










業者数で 1.1%，警備員数で 0.3% にとどまっ









（１）1 号業務についてみると，2000 年の 5,998
社から 03 年には 4,759 社に減少した後，04








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































タが利用可能な 2002 年以降，2002 年の 1,186
社から 13 年には 3,686 社へと急増している．







の 399.6 万人から 08 年には 871.3 万人），プ
ロ野球でのセパ交流戦の導入（05 年）やク
ライマックスシリーズの導入（パリーグ 04









03 年にかけて 464 社から 373 社に減少した
が，その後は一貫して増加に転じ 13 年には
717 社に達した．その主体は，貴重品運搬警
備であるが，データがある 2002 年以降で 02
年と 13 年の間の推移をみると，371 社から
705 社に増加した．このうち現金輸送警備が
305 社から 469 社に，現金輸送警備以外が 66















にも近く 24 時間営業されるコンビニ ATM
の増加である．これは金融機関自らが店舗外
ATM を設置するよりもコストが安いことも










（４）4 号業務に係る業者数をみると 2000 年































（１） 2003 年 8 月の国による『犯罪に強い社
会の実現のための行動計画』への取り
組み




































年に 200 万件台の大台に乗った後，2002 年
には 285.3 万件へとピークに達し，03 年から








傷害は 2.0 倍，更に，器物損壊は 5.4 倍，住
居侵入は 3.0 倍に増加した．注 13）注目すべき
は，これら一般刑法犯の発生場所別の認知件
数の分布である．これを 2000 年代の 2 時点











犯の検挙率は 90 年代平均では 35.2％であっ






研究財団が 2011 年 3 月に行った『犯罪に対
する不安感等に関する調査研究― 第４回調
査報告書 ―』によれば，2002 年，2004 年，
2007 年，2010 年の治安意識の調査の結果，
02 から 04 年においては治安の悪化が増加し




































































96 年の 29 千件から 01 年には 42 千件，03 年



















置の割合が 8% となった．注 16）その後，この
動きは加速され，例えば，横浜市の小学校








ストアに係るものである．2012 年 1 月中に，
コンビニエンスストアで買い物をする客は












の立地を中心に 90 年の 17,408 店から 99 年
の 27,563 店に急増した後，2000 年代に入る
と都市部を中心としたドミナント形成を念頭








































































（ILO 第 185 号条約）の採択（2003 年 6 月）
である．






































































































2000 年には 1,086 千件であったが，その後，




































































































































トック量をみてみると，60 年代には 992 万㎡，
70 年代には 1386 万㎡ ,80 年代には 1626 万㎡，
90 年代には 2361 万㎡と一貫して増加してき
た．2000 年代に入ると 90 年代を下回るもの





ⅱ） 90 年代から 2000 年代を通じてのオフィス
ビルの建設動向の特徴…ビルの大規模化




ち東京区部の割合が，60 年代から 90 年代に












90 年代には 1047 万㎡，2000 年代に 1135 万㎡，
2010 ～ 13 年で 457 万㎡に上った．注 28）第三
に，東京 23 区内の大規模オフィスビルの一
棟当たりの平均規模（万㎡ / 棟）をみると，
86 ～ 90 年の間では 2.7 万㎡，91 ～ 95 年の
間では 2.9 万㎡，96 ～ 00 年の間では 3.9 万㎡，
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